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序 章 本論の概要 













































































































  第２節 背景 











































参加する自信がない」（20.2％ 第 4 位）、「身近に一緒に参加してくれる仲間やグルー




































2005 19 0 0 
2006 19 0 0 
2007 14 0 0 
2008 15 0 0 
2009 17 0 0 
2010 18 2（葛原・小池） 0 
2011 22 3（荻野・神部・内山） 1（神部） 
2012 18 2（松田・野島） 1（松田） 
2013 19 0 0 
2014 20 0 0 
2015 16 1（小池） 1（小池） 






























 社会教育主事は、都道府県や市町村に置かれている社会教育の専門的職員である。  










会教育主事の設置数は、2011 年の社会教育調査によると 1996 年のピーク時と比較して、






























 ③社会教育主事制度の課題  
 社会教育主事制度の代表的な課題としては、a 設置数が減少していること 21）、b 研修の
機会が乏しいこと 22）があげられている。  
  






調査年 1996 1999 2002 2005 2008 2011 
配置人数（人） 6,796 6,035 5,383 4,119 3,004 2,518 
配置率（％）  91.3 84.9 78.3 73.0 67.0 60.8 
減少率（％）  
該当年／1996 
100 88.8 79.2 60.6 44.2 37.0 
文部科学省「社会教育調査」をもとに筆者が作成  
 





調査年 1996 1999 2002 2005 2008 2011 









表１－４ 全国の市町村数の推移（各年４月１日現在）  
調査年 1996 1999 2002 2005 2008 2011 
市町村数 3,255 3,252 3,241 2,418 1,811 1,747 
配置人数（人） 6,796 6,035 5,383 4,119 3,004 2,518 
財団法人地方自治情報センターホームページをもとに筆者が作成  
 




調査年 1996 1999 2002 2005 2008 2011 
市町村数 8,602 9,783 10,977 12,781 14,596 16,923 

















表１－６ 都道府県等が実施した社会教育主事等の研修会の回数  
















表１－７ 都道府県等が実施した社会教育主事等の研修会の期間  





















で社会教育主事のみを対象とするものは、195 件中で 35 件に過ぎない。参加対象者が幅
広ければ、内容も幅広く浅いものになることは充分に考えられるだろう。対象者の幅を広





















務している者が 41.3％、3～6 年の者が 20.5％、3 年未満の者が 36.4％と長いとは言えな


















































































































み解く」『日本生涯教育学会年報』第 28 号，2007，pp85-92 
  ・菊池龍三郎「地域社会の“共有地”づくりとしての生涯学習 －「知の循環」に必要
なもの」『日本生涯教育学会年報』第 31 号，2010，ppi-vii 
  ・葛原生子「知の循環型社会における自立した個人の育成と生涯学習」『日本生涯教
育学会年報』第 31 号，2010，pp19-34 
  ・小池茂子「学習の個別化・個人主義の進展と「共生」をめぐる課題 －超高齢化社
会における生涯学習研究の一視点－」『日本生涯教育学会年報』第 31 号，2010，
pp117-125 
  ・荻野亮吾「社会的ネットワークの形成に中間集団が果たす役割 －JGSS-2003 を用
いた分析－」『日本生涯教育学会年報』第 32 号，2011，pp125-141 
  ・松田道雄「多元参加型コミュニティ講座像を学習者の視点でとらえる －高齢化社
会に向けた，パーソナル・キャピタル／ソーシャル・キャピタルを醸成する成人学
習講座を育てるために」『日本生涯教育学会年報』第 33 号，2012，pp23-41 
  ・野島正也「高齢期における生き方モデルの考察」『日本生涯教育学会年報』第 33
号，2012，pp43-51 
  ・岩崎久美子「先進諸国に見る少子高齢化に向けた生涯学習振興」『日本生涯教育学
会年報』第 34 号，2013，pp77-94 























 ・「維持」：同じ状態を保ち続けること。（大辞林）  
９）本調査は、全国から 10 団体を抽出し、小学校 2・5 年生、中学校 2 年生とその保護者
に対して実施された。それぞれの回収数と回収率は、前者が 2,953 人（92.0％）、後
者が 2,888 人（90.4％）である。  
10）坂本登「変革期の青少年教育 －家庭・地域の教育力が向上したいま傾注すべきは人
間関係の拡充支援－」『日本生涯教育学会年報』第 26 号，2005，pp123-124 
11）清國祐二「教育サポーター・学校支援ボランティア等による地域の教育力再生」『日
本生涯教育学会年報』第 28 号，2007，pp63-64 
12）上田裕二「社会教育法の改正と家庭教育支援 －家庭教育支援に係る地域の教育力の











報』第 28 号，2007，pp47-62 
（ボランティアに関するもの）  
・清國祐二「教育サポーター・学校支援ボランティア等による地域の教育力再生」『日
本生涯教育学会年報』第 28 号，2007，pp63-73 
（ソーシャル・キャピタル論に関するもの）  
・菊池龍三郎「地域社会の“共有地”づくりとしての生涯学習 －「知の循環」に必要な




た分析－」『日本生涯教育学会年報』第 32 号，2011，pp125-141 
・松田道雄「多元参加型コミュニティ講座像を学習者の視点でとらえる －高齢化社会
に向けた，パーソナル・キャピタル／ソーシャル・キャピタルを醸成する成人学習講
座を育てるために」『日本生涯教育学会年報』第 33 号，2012，pp23-41 
・小池茂子「高齢社会を視座においた大学開放講座（リカレント教育事業）の新たな可
能性について」『日本生涯教育学会年報』第 36 号，2015，pp37-56 
15）松田道雄「多元参加型コミュニティ講座像を学習者の視点でとらえる」『日本生涯教
育学会年報』第 33 号，2012，p28 
16）15）と同じ。p28 





















27）３）と同じ。p26 ／ この調査の 10 年前の 2001 年 11～12 月における国立教育政
策研究所社会教育実践研究センタ 「ー社会教育主事の教育的実践力に関する調査研究」
（2002）p33 において、市区町村における社会教育主事の勤務年数を見ると 5～10 年












































































































































































先行研究を中心に 1970 年代後半から 1980 年代に「地域の教育力」の再生をめぐる理論的





































































































































  第２節 「地域の教育力」概念の定義と研究上の課題 




































































   第２項 「地域の教育力」概念のまとめと研究上の課題 












































２）佐藤三三 「「地域の教育力」研究方法試論」『弘前大学教育学部紀要』第 64 号，1990，
pp101-114 




５）浅井経子「生涯学習政策 30 年と日本生涯教育学会」『日本生涯教育学会年報』第 30
号，2009，p20 
６）全国生活指導研究協議会（全生研）の概要は以下を参照のこと。同団体ホームページ  
 http://ameblo.jp/zenseiken/  












































間関係の拡充支援－」『日本生涯教育学会年報』第 26 号，2005，pp123-124 
34）久保田力「地域（地域社会）の教育力」『生涯学習研究 e 事典』日本生涯教育学会，



































第１節 「地域の教育力」の提唱と地域社会の変動  






















し、そのことに対応した社会教育施策の変化を社教審 71 答申から考察していこう。  
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 表２－２ 高校進学率（％） 
年度 男女合計 男 女 
1950 42.5 48.0 36.7 
1955 51.5 55.5 47.4 
1960 57.7 59.6 55.9 
1965 70.7 71.7 69.6 
1970 82.1 81.6 82.7 
1975 91.9 91.0 93.0 
 
 
第３項 高度経済成長期の社会変動による社会教育行政の政策転換  
－社会教育審議会答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育の在り方に
ついて」（1971） 
 ①生涯教育の理念を導入した社教審 71 答申 










れ、2006 年の改正教育基本法では、第 3 条に「生涯学習の理念」が初めて謳われるに至
った。 
このように生涯学習は、生涯教育の理念が紹介されてから 40 年を経て理念の上では定























































（Ａ）『社会教育』「これまでの社会教育」（昭和 44 年 10 月号）  
（Ｂ）『社会教育』「社会教育と社会変動」（昭和 44 年 11 月号）  
※ともに全日本社会教育連合会  



































第１項 主要答申における「地域の教育力」の変遷  































 ②本項で概観する主要答申  





【「中教審 96 答申」と略記】  
(3) 生涯学習審議会答申「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について」
（1998） 【「生涯審 98 答申」と略記】  
(4) 中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」（2008）






 内閣総理大臣の諮問機関として設置され臨教審は、1985 年から 1987 年の間に第１次か
ら第４次まで４つの答申を提出した。それらの答申は、教育改革を推進するための要点と
して、生涯学習体系への移行、個性重視の原則、国際化並びに情報化への対応について提















































































































































































































⑦中教審 15 答申（2015） 
最後に紹介する中教審 15 答申は、前述した通り、(1) かつて存在したとされる「地域の
教育力」を回復・再生させるという理論的メカニズムにまったく力点を置いていないこと、
そのために逆に、(2) 「地域の教育力」向上の具体的な方針を提唱し得ていること、 (3) 地











方に関する作業部会」（「作業部会」と略記）を設け、2015 年 4 月の諮問以降、半年の
間に、協働部会 11 回、作業部会 12 回（うち合同部会 5 回）、それに加え生涯学習分科会
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年 8 月号，p11 
７）岡田忠雄「社会教育審議会答申をどう見るか －日本社会教育学会六月集会の討議か







本生涯教育学会年報』第 28 号，2007，pp63-64 
12）「中央教育審議会生涯学習分科会・家庭・地域の教育力の向上に関する特別委員会『家
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第３章 ソーシャル・キャピタルに関する研究動向  
 第１節 ソーシャル・キャピタルとは何か 


































   第２項 ソーシャル・キャピタル概念の史的展開  
①ソーシャル・キャピタル概念の創出 －パットナムまでの史的展開－  
ここでは、ソーシャル・キャピタルの概念を確認する前に、まずは、それが登場した経
緯についてロバート・Ｄ・パットナム（Robert D.Putnam）の文献から確認していこう８）。 




















































































































































































































































































































第２節 学区内におけるソーシャル・キャピタルの蓄積  

































































































   第３項 学区内に蓄積するソーシャル・キャピタルの多様性と多層性の具体例 



































































































































  ・荻野亮吾「社会的ネットワークの形成に中間集団が果たす役割 －JGSS-2003 を
用いた分析－」『日本生涯教育学会年報』第 32 号，2011，pp125-141 
  ・松田道雄「多元参加型コミュニティ講座像を学習者の視点でとらえる －高齢化
社会に向けた，パーソナル・キャピタル／ソーシャル・キャピタルを醸成する成





用を目指して～」『現代社会研究科論集』第 28 号，2008，p72 








み解く」『日本生涯教育学会年報』第 28 号，2007，pp85-92 
・石井山 竜平他「仙台市市民センターのソーシャル・キャピタル測定」，2007，『東
北大学大学院教育学研究科教育ネットワークセンター年報』7 号，2007， pp35-43,  
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    ・宮崎隆志「批判的ソーシャル・キャピタル論の提起--協同性の発展との関わりで」
『社会教育研究』26 巻，2008，pp1-9 
  ・菊池龍三郎「地域社会の“共有地”づくりとしての生涯学習 －「知の循環」に必要
なもの」『日本生涯教育学会年報』第 31 号，2010，ppi-vii 
  ・葛原生子「知の循環型社会における自立した個人の育成と生涯学習」『日本生涯教
育学会年報』第 31 号，2010，pp19-34 
  ・野島正也「高齢期における生き方モデルの考察」『日本生涯教育学会年報』第 33
号，2012，pp43-51 
  ・岩崎久美子「先進諸国に見る少子高齢化に向けた生涯学習振興」『日本生涯教育学
会年報』第 34 号，2013，pp77-94 










12）８）と同じ。p159（原著『Bowling alone』においては、p136 参照）   
13）『現代社会学事典』弘文堂，2012，p435 

















28）８）と同じ。p19 ほかにも、10）でも述べられている。  


























































































第１節 本研究の問題関心と調査データの概要  















































  第２項 具体的な分析テーマと分析枠組みの設定 
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表４－４ 地域子ども教室のコーディネーターが所属・関係する学区内のサークル団体等  
団体名 設置状況 主な参加・活動者  地域子ども教室との関わり  
バレーボールサークル  既存団体 20～40 歳代の母親  指導者・ボランティア輩出  
読み聞かせボランティ
アサークル 
既存団体 小学生の保護者  指導者・ボランティア輩出  
ＰＴＡ 既存団体 小学生の保護者  指導者・ボランティア輩出  
JA 女性部 既存団体 成人～高齢者  指導者・ボランティア輩出  







小学生・地域住民  － 
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表４－６ 本論の全体的な分析枠組  



















































       個人間のつながり、すなわち社会的ネットワーク、およびそこから生じる互酬性
と信頼性の規範である（パットナム：2000＝2006）。  






















 筆者は、生まれてから現在に至るまで、大学生であった 4 年間を除き川島町に 40 年間
























































 第５章で使用するデータは、2016 年 5 月に行われた小見野小学校のＰＴＡ総会、及び
小学校の後援会３）総会に筆者が保護者として参加した際の参与観察資料である。この他に
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名に行ったインタビューデータである。前者は、2014 年 11 月及び 2016 年 7 月に、後者






職員に 2012 年 9 月と 2015 年 6 月にインタビューを行ったものである。ただし、2015 年
6 月に実施したインタビューのデータは、本論の中では使用していない。  
 
表４－７ 本論で使用するデータ  









筆者が保護者として参加（2016 年 5 月）  
小見野公民館長にインタビュー（2016 年 7 月）  









コーディネーターＹにインタビュー（2014 年 11 月・
2016 年 7 月）  








2010・2011 年度の担当職員にインタビュー（2012 年 9
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 第１項 川島町の概要 
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  表５－１ 川島町及び埼玉県の人口増減  
調査年 川島町人口  前回調査比較  埼玉県人口  前回調査比較  
1950 年 18,014 － 2,146,445 － 
1955 年 17,597 ▲417 2,262,623 116,178 
1960 年 16,443 ▲1,154 2,430,871 168,248 
1965 年 15,594 ▲849 3,014,983 584,112 
1970 年 15,049 ▲545 3,866,472 851,489 
1975 年 16,000 951 4,819,288 952,816 
1980 年 17,392 1,392 5,416,845 597,557 
1985 年 19,863 2,471 5,860,852 444,007 
1990 年 21,937 2,074 6,387,687 526,835 
1995 年 23,134 1,197 6,748,512 360,825 
2000 年 23,322 188 6,925,232 176,720 
2005 年 22,906 ▲ 416 7,035,620 110,388 























表５－２ 川島町内の児童数の推移  
年度 1950 年 1955 年 1960 年 1965 年 1970 年 1975 年 1980 年 
児童数 2,029 2,537 2,487 1,801 1,346 1,300 1,771 
年度 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2015 年 
































































































表５－３ 公民館設置状況  
調査年月 市町村数 公民館数（うち分館数） 専任（常勤）職員  兼任（非常勤）職員 
1951.5 10,204 23,184（分館 16,585） 3,680（専任率 15.9％） 23,983 
1955.9 4,833 35,343（分館 28,525） 5,777（専任率 8.4％） 74,546 
1960.9 3,534 20,190（分館 12,465） 6,830（専任率 27.2％） 18,072 
『公民館月報』35 号（1951）、文部省社会教育局『社会教育 10 年の歩み』、『社会教育
調査報告書・昭和 35 年度』（1960）による。 
 

























































表５－４ 川島町の公民館設置経緯  
館名 新／旧 条例設置／竣工  併設／単独館  住所 
中山 
公民館 
旧館 1950.4.12 条例設置 村役場に併設  吹塚 733-1 
現存館 1972.3.20 竣工 単独 中山 1317-1 
伊草 
公民館 
旧館 1951（月日不詳）条例設置 村役場併置転用  伊草 230 
現存館 1974.3.25 竣工 単独 伊草 230 
現存館 1990 新館増設 単独 伊草 230 
三保谷 
公民館 
旧館 1952.4.1 条例設置 村役場転用  白井沼 950 
旧館 1970.11.7 竣工 単独 白井沼 950 
現存館 1987 単独 白井沼 907 
出丸 
公民館 
旧館 1951.（月日不詳）  村役場、支所転用  上大屋敷 144-1 
現存館 1973.10.20  単独 上大屋敷 144-1 
八ツ保 
公民館 
旧館 1952.5.13 村役場転用  畑中 386 
現存館 1975.5.20 単独 畑中 341 
小見野 
公民館 
旧館 1950.4.1 小学校併設  谷中 99 
旧館 1971 年の記録（教育史） 村役場を転用 谷中 255 
現存館 1979.12（日不詳） 単独館 谷中 251-1 
中央 
公民館 
旧館 1954.11.3～1955.3.31 建物なし  平沼 1175 
旧館 1969.3.31 単独館 平沼 1175 
現存館 2006.4.1 コミュニティセンター内に併設  下八ツ林 923 
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表５－５ 小見野公民館事業計画（案）  































3 日  公民館委員会議  
29 金  かわじま輪中の郷ウォーキング  
5 
3 火  小見野公民館総会・歓送迎会  
11 水  茶道教室（全 10 回、5 月 11､18､25 日 /6 月 1､8､15､22､29 日 /7 月 6､13 日）  
6 
5 日  小見野公民館防火訓練・公民館委員会議  
18 土  小見野地区グラウンドゴルフ大会（春季）  
7 
3 日  公民館委員会議  
14 木  小見野地区体育祭準備会議  
16 土  団体長会議  
17 日  公民館委員会議  
22 金  納涼盆踊り練習会（2 回 7 月 22 日 7 月 29 日）  
8 
6 土  納涼盆踊り大会  
28 日  小見野公民館社教県外研修  
29 月  小見野公民館社教県外研修  
9 
3 土  団体長会議  
11 日  公民館委員会議  
17 土  小見野地区体育祭  
10 
5 水  
着物着付教室（全 10 回､10 月 5､12､19､26 日 /11 月 2､9､16､23､30 日 /12 月 7
日） 
9 日  川島町町民体育祭（全 6 回練習日､9 月 29､30/10 月 1､3､4､5 日）  
15 土  小見野地区グラウンドゴルフ大会（秋季）  
16 日  公民館委員会議  
21 金  小見野地区インディアカ教室（全 3 回 10 月 21､28 日 /11 月 4 日）  
23 日  小見野地区敬老芸能大会・文化展  
11 
6 日  小見野地区インディアカ大会・公民館委員会議  
20 日  第３１回川島町駅伝競走大会  
27 日  小見野公民館教養講座（全 2 回 11 月 27 日 /12 月 3 日）  
12 
3 土  小見野公民館教養講座（バス見学会）  
4 日  七つの祝い  






3 火  歩け走ろう大会・公民館委員会議  
7 土  新年賀詞交歓会  
2 
5 日  公民館委員会議  
26 日  親子スキー教室  
3 
11 土  小見野公民館社教県内研修  
18 土  公民館委員会議・公民館清掃・事業反省会  
平成28年度小見野公民館総会資料より作成  

























































































































































５ 来賓祝辞  ①学区内の町会議員  ②公民館長 
６ 閉会の言葉 




月 主催者 事業名 





























４ 小学校 入学式 ◎   〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎  
４ 地区公民館 輪中の郷ウオーキング 〇 〇 〇 △ △ △      〇   
５ 地区公民館 地区公民館総会 〇 〇 〇 ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
５ ＰＴＡ ＰＴＡ総会  ◎ ◎  〇 〇   ◎  ◎   〇 注 1 
８ 地区公民館 盆踊り大会  〇 〇 〇 ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
９ 小学校・地区公民館  地区体育祭  〇 〇 〇 〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〇 〇 〇 
10 小学校 学校公開日  ◎ ◎  〇 〇 〇  ◎ ◎ ◎ ◎  〇 ◎ 
10 地区公民館 敬老芸能祭  〇 〇 〇 ◎ ◎ △ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
12 地区公民館 七つの祝い  〇 〇 〇 ◎  ◎  ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ 
１ 地区公民館 名刺交換会  〇 〇 〇 ◎   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 
２ 地区公民館 公民館スキー教室 〇 〇    △      〇 〇  
３ 小学校 卒業式 ◎   〇 〇 〇 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎  
凡例 公長：公民館長 公主：公民館主事 公委：公民館委員 学長：学校長  
学職：教頭・学校教職員 児童：児童（未就学児を含む場合あり） 町長：町長  
議員：町議員 教委：教育委員 民生：民生児童委員 社委：社会教育委員  



















































































































任、体育主任が参加してくれる。共催行事とはいえ、会議のために 19 時 30 分まで、
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・年間 12 回の機会が設けられている。そのうち公民館長が参加する活動 12 回、小学
校長が参加する活動 11 回、PTA が参加する活動 11 回、児童が参加する活動８回で































 ①ソーシャル・キャピタルへのアクセスを可能にするネットワークの構築  


















































































る。なお、地区公民館の概要については、本章の第１節  第３項で記述する。  
５）『川島町史通史編 下巻』1990 年，ｐ571 
６）『公民館関係者必携』全国公民館連合会，2010， p55 
７）６）と同じ。p482 
















会話である。（2016.7.12 小見野小学校４年生女子児童）  
  （筆者）〇〇〇〇（公民館長の孫、小見野小学校児童の名前）ちゃんのおじいちゃん
のことを知ってる？  
  （児童）知らない。 
  （筆者）学校でよく見かける人で、いつもニコニコしている人。  
  （児童）選挙の時にいた人でしょ。（地区公民館長は、2016.7.10参議院議員選挙の立
会人だった）  
  （筆者）そうそう。普段はよく会うの？  
  （児童）よく会うよ。  
  （筆者）どこで会うの？  
  （児童）学校から帰るときに会うよ。  
  （筆者）お話はするの？  
  （児童）しないよ。 
  （筆者）学校の帰り以外で会うことはあるの？  
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表６－３ 各地区の参加児童数の推移（実数）    単位：人 
 
 
活動クラブ・年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
中山っ子くらぶ 21 14 24 37 42 54 82 75
伊草っ子くらぶ 21 29 16 24 49 49 48 38
三保谷っ子くらぶ 13 12 9 17 18 47 44 34
出丸たんけんクラブ 41 48 45 49 40 38 46 53
八ツ保っ子くらぶ 46 30 24 46 42 33 30 27
小見野っ子くらぶ 12 10 19 18 13 16 18 26
合計 154 143 137 191 204 237 268 253
Ａ地区（学区）  
○コーディネーター：教室実施に関する各種調整・取りまとめ役 1 名 
○指導者（＝クラブリーダー）：各回 2 名の指導者を配置 2 名×12 回＝24 名 
 ※指導者は、1 名で複数回指導する者がいるので、24 名在籍しない場合がある。  
○ボランティア：運営の補助・指導者の補助  
【全６拠点】  
①中山っ子くらぶ   中山地区  中山小学校区  
 ②伊草っ子くらぶ   伊草地区  伊草小学校区  
 ③三保谷っ子くらぶ  三保谷地区 三保谷小学校区  
④出丸たんけんクラブ 出丸地区  出丸小学校区  
⑤八ツ保っ子くらぶ  八ツ保地区 八ツ保小学校区  
⑥小見野っ子くらぶ  小見野地区 小見野小学校区  






表６－４ 指導者数の推移（実数）         単位：人 
 
 
























活動クラブ・年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
中山っ子くらぶ 4 4 2 13 11 13 38 38
伊草っ子くらぶ 15 10 11 13 17 28 27 29
三保谷っ子くらぶ 1 2 2 9 10 14 25 29
出丸たんけんクラブ 1 3 3 4 9 7 8 11
八ツ保っ子くらぶ 1 2 3 14 13 14 18 19
小見野っ子くらぶ 1 3 2 9 14 17 16 21
合計 23 24 23 62 74 93 132 147
活動クラブ・年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
中山っ子くらぶ 3 21 23 38 75 114 239 194
伊草っ子くらぶ 21 45 39 41 115 265 361 276
三保谷っ子くらぶ 3 8 19 22 63 98 110 143
出丸たんけんクラブ 41 54 73 69 153 117 169 126
八ツ保っ子くらぶ 33 30 35 47 141 176 106 129
小見野っ子くらぶ 15 39 34 36 70 56 92 155
合計 116 197 223 253 617 826 1077 1023
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表６－７ 在籍指導者推移  
 
 











2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
1 Q 男 子ども会指導者 無し 10 町外 ○ ○
2 X 女 子ども会指導者 無し 10 中山 ○ 2006・2008～2012
3 S 女 保護者 読・バレ 30-40 出丸 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2006
4 N 男 区長代表 無し 60 出丸 ○ ○ ○ 2011
5 R 女 保護者 読 40 出丸 ○ ○ ○ ○ ○ 2007
6 Z 男 民生委員児童委員 無し 50-60 出丸 ○ ○ ○ ○ ○
7 M 女 保護者 読・バレ 30 出丸 ○ ○ ○
8 D 男 保護者 PTA 40 出丸 ○ ○
9 A 女 保護者 バレ 30-40 出丸 ○ ○ ○ ○ 2006～2009
10 P 男 保護者 Yの夫 40 出丸 ○ ○ 2006～2009
11 J 女 民生委員児童委員 無し 50-60 出丸 ○ ○ 2011
12 H 男 保護者 №9の夫 40 出丸 ○ ○ ○
13 T 女 保護者 バレ・同級 30-40 出丸 ○ ○
14 K 女 保護者 読・バレ・同級 30 出丸 ○
15 C 女 保護者 読・同級 40 出丸 ○ 2006
16 E 女 保護者 バレ・同級・子 30 出丸 ○
17 V 女 保護者 友人 30 出丸 ○
18 I 女 保護者 近所 40 出丸 ○
合計 1 3 3 4 9 7 8 11
　　　　　　　　　　　子＝子育てサークルに所属（していた）　 同級＝子供が同級生同士










№ 団体名 在住地域・所在地 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
1 中学生 町内在住 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 青少年相談員協議会 町内在勤・在住 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
3 子ども会 主に町内在住 ○ ○ ○ ○ ○
4 保護者 出丸地区在住 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
5 JA女性部 町内在住 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 グラウンドゴルフクラブ 出丸地区在住 ○ ○ ○ ○ ○
7 本田航空・関係団体 出丸地区に事務所 ○ ○
8 埼玉県防災航空隊 出丸地区に事務所 ○ ○














で限界があることなどから、20～40 歳代のメンバーが中心である。  
このメンバーの募集方法は、広報紙などの媒体による一般募集ではなく、ＰＴＡや近所
の知人に直接声をかけて、勧誘するというものである。  






































































○ＰＴＡ ○交通安全協会出丸支部 ○交通安全母の会 消防団第４分団  
（スポーツ団体）  
○ほなみ会 ○ソフトボールクラブ ○バレーボールクラブ ○ダンスクラブ  
○ソフトバレークラブ ○グラウンドゴルフ ○スポーツ少年団 ○山の会  
○カラオケクラブ ○３Ｂ体操サークル ○出丸太極拳  
（芸能保存会）  
○大屋敷接待餅会 ○下郷民謡会 ○馬場民謡会  
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 第１項 結合型ソーシャル・キャピタルを活用した人材獲得プロセスと活動成果 
 ①指導者Ｑと本教室を運営するコーディネーターＹの苦難 

































































































































































































 Ｙがコーディネーターを務めた８年間で、指導者は述べ 46 人、ボランティアについて
































































































































































































































































第１節 社会教育委員とは  
 第１項 社会教育委員会議の役割と課題 















































表７－１ 社会教育委員選出区分  
選出区分 人数 選出母体（役職など）  備考 
学校教育関係者  １ 校長会より推薦（現職校長）  
 
社会教育関係者  １ 町議会より推薦（現職議員）  
 
社会教育関係者  １ 町文化協会より推薦（文化協会理事）  Ｏ委員長 
学識経験者 ７ 
中 山公民館より推薦   
伊 草公民館より推薦  Ｕ委員 
三保谷公民館より推薦   
出 丸公民館より推薦  Ｅ副委員長 
八ツ保公民館より推薦  Ｚ委員 
小見野公民館より推薦   
事務局より依頼（大学教員）  Ｋ委員 
 
 ②地区公民館と社会教育委員の関係  
 この 10 名の委員の中で、６名を占める地区公民館選出委員（以降、「地区委員」と略
記）は、単にその人数が多いだけでなく、本会議の活性化に大きな影響を与えている。そ







































   第１項 町社会教育委員会議の活動が停滞していた背景と理由  
 ①地区委員が持っているソーシャル・キャピタルの圏域  
 ソーシャル・キャピタルは、再確認となるが「社会的ネットワークに埋め込まれた資源」
である。それゆえ、地区委員がどのような圏域にネットワークを持っているか、まずは確





























    第２項 地区委員の活動内容が変容した契機 
－結束型ソーシャル・キャピタルの発見と活用 

































































































































































ＰＴＡ部会 ・ＰＴＡ役員に家庭教育に関するアンケートを実施  
・ＰＴＡ役員と社会教育委員との意見交換会を実施  
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 ※上記の活動を展開するプロセスにおいて、会議等の回数が 2009 年度以前は年間４回
程度だったのに対して、2010～2011 年度の２年間で 34 回と大幅に増加している。会
議回数が増加したことが必ずしも活性化としてみなすことはできないが、上記の成果
をふまえれば、それを生み出すための積極的な会議活動として捉えることができよう。







































































































考資料  2010～2011 年度  会議・打ち合わせ等の活動実績  
2010 年度  
№ 活動日  会議・打ち合わせ等種別  参加対象者  
1  4 月 23 日  第 1 回社会教育委員会議  全委員  
2  8 月 18 日  打合せ  正副・K・事  
3  9 月  地域子ども教室視察  全委員  
4  9 月 29 日  第 2 回社会教育委員会議  全委員  
5 12 月 17 日  第 3 回社会教育委員会議  全委員  
6 12 月 22 日  各部会のリーダー会議  正・部会長・事  
7  1 月 12 日  園長・校長会での調査依頼  部会長・事  
8  1 月 21 日  全体会議及び各部会  全委員  
9  1 月 21 日  ＰＴＡ役員との懇談会  正・部・事  
10  1 月 22 日  地域子ども教室部会（1 回目）  正・部・事  
11  1 月 27 日  学校応援団部会（ 1 回目）  正・部・事  
12  2 月 07 日  地域子ども教室部会（2 回目）  正・部・事  
13  2 月 10 日  学校応援団部会（ 2 回目）  正・部・事  
14  2 月 18 日  地域子ども教室部会（3 回目）  正・部・事  
15  2 月 22 日  地域子ども教室コーディネーター会議に参加して聞き取り  正・部・事  
16  2 月 22 日  ＰＴＡ部会（ 1 回目）  正・部・事  
17  2 月 25 日  地域子ども教室部会（4 回目）  正・部・事  
18  3 月  4 日  全体会議及び各部会  全委員  
19  3 月  8 日  学校応援団部会（ 3 回目）  正・部・事  
20  3 月  9 日  学校応援団部会調査依頼のため 4 校に学校訪問 正・部・事  
21  3 月 23 日  第 4 回社会教育委員会議  全委員  
2011 年度  
22  4 月 27 日  教育委員との意見交換会（ 1 回目）  正・部会長・事  
23  5 月 24 日  第 1 回社会教育委員会議  全委員  
24  6 月 22 日  地域子ども教室部会（5 回目）  正・部・事  
25  6 月 27 日  全体会議  全委員  
26  7 月  4 日  全体会議  全委員  
27  9 月 30 日  第 2 回社会教育委員会議  全委員  
28 10 月  7 日  全体会議及び各部会  正・部・事  
29 10 月 20 日  全体会議及び各部会  全委員  
30 10 月 25 日  委員長と事務局の打合せ  正・事  
31 11 月 17 日  第 3 回社会教育委員会議  全委員  
32 11 月 24 日  比企地区連合社会教育委員会研究集会  全委員  
33  3 月 23 日  第 4 回社会教育委員会議  全委員  




第８章  結論  


















































































































































第２項  理論について  


















































































































































































2017 年 2 月  春を待ちわびる川島町にて  
 










日   時  2016 年 7 月 12 日（火）  19：00～20：32 





インタビュアー  筆者（以降、「筆」と略記）  
インタビュイー  館長（小見野公民館長）  













































































































































































































































































日   時  2014 年 11 月 4 日（木）  15：30～17：12 





インタビュアー  筆者（以降、「筆」と略記）  
インタビュイー  Ｙ（地域子ども教室コーディネーター）  





























































































































仕事が忙しく、子供も卒業したので、 2013 年度で指導者（Y は、指導日以外に
も手伝いに来る者を「指導者」として位置付けている）は辞めることになった。 
 











































































































































































































































は、現在（2014 年度）、コーディネーターをやっている。  
 















































































































































































































































































































日   時  2016 年 7 月 16 日（日）  9：37～11：32 




インタビュアー  筆者（以降、「筆」と略記）  
インタビュイー  Ｙ（地域子ども教室コーディネーター）  




































































































































代表をやったのはいつだろう。 2015 年と 6 年前、2009 年かな。  






































































































































































































































































































































































































































































































日   時  2015 年 4 月 23 日（木）  12：36～12：57 





インタビュアー  筆者（以降、「筆」と略記）  
インタビュイー  Ｒ（地域子ども教室指導者）  














































































































日   時  2012 年 9 月 21 日（金）  17：35～19：15 





インタビュアー  筆者（以降、「筆」と略記）  
インタビュイー  Ｎ職員（2010・2011 町社会教育委員会議担当職員）  





































































































「１」を与えたのは K 委員や M 社会教育委員？  
はい。  





なくていいよ」と言う。K 委員は、10 目指すところを 12（を目指すように）話
してくる。そうすると、M 社会教育主事が 10 までで大丈夫と言う感じ。K 委員
はあわよくば、12 までって感じ。それが、だんだん分かってきた。 10 まできて
いれば大丈夫と考えていた。  





K 委員と M 社会教育主事の違いは？  



















































































メモ  N 職員には、研究発表で使用するためのインタビューであることを伝えて、了解
をもらっている。  
 
 
